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平成29年 老健事業における実態調査・先進事例・研修ツールの提示

相談支援専門員と介護支援専門員の連携に関する
これまでの経過

令和元年 厚生労働科学研究費補助金
相談支援専門員の高齢化対応を含めた連携促進のための研究

令和４年 障発0331第10号 相談支援従事者研修事業の実施について  

2

平成30年 制度改正により共生型サービスの導入、省令改正



７．介護支援専門員との連携専門コース別研修標準カリキュラム 

障発0331第10号 相談支援従事者研修事業の実施について 
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○相談支援専門員と介護支援専門員がお互いを知らない 
・自身に、相手の制度理解、サービス内容に関する知識が不足している 
・相手に、自身の制度理解、サービス内容に関する知識が不足している 

○介護保険移行の業務プロセスが標準化されていない 
・事業所として情報提供の方法が決まっていない 
・介護保険移行に関するマニュアルや様式・ツールがない 

○介護保険移行に関する教育・人材育成の仕組みが不十分である 

○介護保険移行のあり方について協議する場がない 

○介護保険移行ケースは事業所全体からみればわずかなため、課題解決に
向けたアクションを起こしにくい 

［H29老健事業］高齢障害者の介護保険移行に関する支援の課題

引用：平成２９年度老人保健健康増進等事業「相談支援専門員と介護支援専門員との連携のあり方に関する調査研究事業」 株式会社三菱総合研究所 4
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連携相手を知り・理解すること → 敬意 →連携
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なぜ、介護支援専門員との連携は必要か

（１）厚生労働省令において連携が努力義務化されたから
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平成29年 老健事業における実態調査・先進事例・研修ツールの提示

相談支援専門員と介護支援専門員の連携に関する
これまでの経過

令和元年 厚生労働科学研究費補助金
相談支援専門員の高齢化対応を含めた連携促進のための研究

令和４年 障発0331第10号 相談支援従事者研修事業の実施について  

平成30年 制度改正により共生型サービスの導入、省令改正
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第一条の二

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、法第百十五条の四

十六第一項に規定する地域包括支援センター(以下「地域包括支援センター」という。)、老

人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条の七の二に規定する老人介護支

援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者(法第五十八条

第一項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。)、介護保険施設、

(平成十七年法律第百二十三

号)第五十一条の十七第一項第一号

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準＊平成30年改正

ԁ χ
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なぜ、介護支援専門員との連携は必要か

（2）資格/職種が違うから
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相談支援専門員の保有資格等
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三菱総合研究所．令和７年度 老人保健事業推進費等補助金.
居宅介護支援及び介護予防支援における 令和６年度介護報酬改定による影響等に関する 調査研究事業 報告書
図表 385 Q1_8. 「相談支援専門員」資格保有の有無

介護支援専門員の相談支援専門員資格の保有状況

保有なし ９５．３％
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［参考］介護支援専門員の基礎資格
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なぜ、介護支援専門員との連携は必要か

（3）連携実績が少ないから
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1年間に給付管理対象となった利用者（障害・相談支援専門員との連携・難病）

令和６年10月～令和7年9月に給付管理対象となった利用者

障害福祉サービス併用の利用者

障害福祉サービス併用を相談支援専門
員と連携した利用者

難病の利用者

0人 66.7 ％

三菱総合研究所．令和７年度 老人保健事業推進費等補助金.
居宅介護支援及び介護予防支援における 令和６年度介護報酬改定による影響等に関する 調査研究事業 報告書
図表 394 Q2_2.
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移行ケースの状況
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障害福祉サービスから介護保険サービスに移行した人の有無

2

引用：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
厚生労働省 令和元年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 相談支援専門員と介護支援専門員との連携の推進 に関する調査研究事業 報告書
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障害福祉サービスから介護保険サービスに移行［人数］［年齢］
－居宅介護支援事業所－

引用：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
厚生労働省 令和元年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 相談支援専門員と介護支援専門員との連携の推進 に関する調査研究事業 報告書
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なぜ、介護支援専門員との連携は必要か

（4）連携を必要とする対象者数の増加が見込まれるから
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我が国の人口の推移（推計）
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障害福祉サービス等予算額の推移
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（1）厚生労働省令において連携が努力義務化されたから

（2）資格/職種が違うから

（4）連携を必要とする対象者の増加が見込まれるから

（3）連携実績が少ないから

なぜ、介護支援専門員との連携は必要か
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なぜ、介護支援専門員との連携は必要か

（5）地域での連携の仕組み化が必要だから

－相談支援専門員・介護支援専門員・行政の連携－
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介護支援専門員と
連携している
ところに☆印を
つけてください。
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心に留めておきたい違い・特徴

（1）対象者像の違い －ライフステージ－
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・世話をしている家族がいると回答した割合は、最大値16.7 ％、最小値5.0 ％ 
・世話をしている家族の内訳は、最も多い回答として質問のあった４件  
・世話の頻度は、最も多い回答として質問のあった３件中すべての自治体で」 

小学生対象の実態調査

中学生対象の実態調査

・世話をしている家族がいると回答した割合は、最大値14.4 ％、最小値3.0 ％ 
・世話をしている家族の内訳は、最も多い回答として質問のあったị Ị  
・ 世話の頻度は、最も多い回答として質問のあった９件中すべての自治体が「」と回答した割合が最多 

高校生以上対象の実態調査

・世話をしている家族がいると回答した割合は、最大値16.7 ％、最小値5.0 ％ 
・世話をしている家族の内訳は、最も多い回答として質問のあった20 13  
・ 世話の頻度は、最も多い回答として質問のあった21件中20件の自治体で「 」と回答

国内（都道府県）のヤングケアラー実態調査からの情報

ヤングケアラーの実態

27
有限責任監査法人トーマツ 令和３年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業 「多機関連携によるヤングケアラーへの支援の在り方
に関する調査研究」多機関・多職種連携による ヤングケアラー支援マニュアル ～ケアを担う子どもを地域で支えるために～
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利用者の家族のうち、ヤングケアラーの有無［介護支援専門員］

ヤングケアラーはいない 93.6％

三菱総合研究所．令和７年度 老人保健事業推進費等補助金.
居宅介護支援及び介護予防支援における 令和６年度介護報酬改定による影響等に関する 調査研究事業 報告書
図表 399 Q2_3_5.利用者の家族のうち、ヤングケアラーの有無
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ヤングケアラーの対応：介護支援専門員は経験少ない

しかし、対応することもある →経験知の共有が必要

介護支援専門員 ： 高齢領域を担当

（1）対象者像の違い －ライフステージ－
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心に留めておきたい違い・特徴

（2）地域での連携の仕組み：難病ケアマネジメント

32
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就労、福祉、教育

高齢者介護

・地域包括支援センター
・居宅介護支援事業所

→あり

→なし
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介護保険の利用者に難病の方は、いらっしゃらないのか？
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介護保険 第2号被保険者の特定疾病 ＊介護保険施行令第二条
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1.

93.3%

2.

6.7%

居宅介護支援専門員として難病の利用者を担当した経験

n=1000

石山麗子，原口道子．令和3年度厚生労働行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研究事業）
「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究」 難病に関わる居宅介護支援事業所の介護支援専門員の業務に関する実態調査.
研究代表者 小森哲夫. 37



居宅介護支援専門員として難病の利用者を担当した経験

(R３年9月～R２年8月）

n=933

2.73 4.02 0.00 36.00 

難病ケースは、一部のケアマネジャーに集中

石山麗子，原口道子．令和3年度厚生労働行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研究事業）
「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究」 難病に関わる居宅介護支援事業所の介護支援専門員の業務に関する実態調査.
研究代表者 小森哲夫. 38
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経験有の者 ： これまで担当した

難病の利用者の疾病．（MA）

n=933 n=933

最もケアマネジメントが困難と

感じたのはどれか（SA）

石山麗子，原口道子．令和3年度厚生労働行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研究事業）
「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究」 難病に関わる居宅介護支援事業所の介護支援専門員の業務に関する実態調査.
研究代表者 小森哲夫.
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難病ケアマネジメントの難しさ

難病のケアマネジメントに必要な疾病の理解ができていない 67.1%

難病の専門的な医療･介護を提供できる地域の専門職を知らない 61.0%

難病に関する制度の知識がないと思う 73.1%

介護保険以外のサービス（障害福祉サービス・就労支援・生活支援機等）の
知識不足

73.8%

病状の進行に伴う身体の状態変化への対応が難しい 78.4%

病状の進行に伴う心理的なサポートが難しい 83.5%

病状の進行に配慮した対応（言葉づかい・説明）が難しい 75.9%

難病の特徴を捉えたケアプランの目標設定が難しい 63.8%

石山麗子，原口道子．令和3年度厚生労働行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研究事業）
「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究」 難病に関わる居宅介護支援事業所の介護支援専門員の業務に関する実態調査.
研究代表者 小森哲夫. 40



a. 6 69

b. 3 2

c. 7 18

d. 3 2

e. 5 2

f. 5 2

g. 6 3

h. 2 0

i. 3 0

j. ( ) 0 0

3

介護支援専門員への「難病ケアマネジメントの難しさ」に関するインタビュー調査

疾患名の出現頻度

41
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介護保険制度における「難病ケアマネジメント」の実態と現在地

R3
（2021 ）

H12
（2000 ）

難病患者は存在

介護保険利用者でもある

地域のごく一部のケアマネが担当
難病のケアマネジメントの概念なし
実態把握も未実施

H29
（2017 ）

・難病のケアマネジメント技とコツ
・実態把握

・患者/ 家族インタビュー

R4
（2022 ）

・介護支援専門員法定
研修への「難病」の導入

R6
（2024 ）

R5
（2023 ）

・難病ケアマネジメント元年宣言

石山麗子.第67回日本神経学会学術大会発表資料 43
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科目 形式（時間）

ケアマネジメントの展開 講義・演習（３）

基礎理解 講義・演習（３）

脳血管疾患に関する事例 講義・演習（5）

認知症に関する事例 講義・演習（5）

筋骨格系疾患及び廃用症候群に関する事例 講義・演習（5）

内臓の機能不全（糖尿病、高血圧、脂質異常症、
心疾患、呼吸器疾患、腎臓病、肝臓病等）に関
する事例

講義・演習（5）

看取りに関する事例 講義・演習（5）

要介護の
原因疾患の
上位

実務研修 前半科目（令和5年度まで）
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介護支援専門員 法定研修における難病に関する課目と時間数

石山麗子.第67回日本神経学会学術大会発表資料 46
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心に留めておきたい違い・特徴

（3）地域での連携の仕組み：地域包括ケアシステム

（高齢分野）



厚生労働省ホームページ 地域包括ケアシステム 48



転載：厚生労働省社会保障審議会介護保険部会 意見まとめ.2025年12月
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心に留めておきたい違い・特徴

（4）意思決定支援

50



相談支援専門員が意思決定支援を行う際に
最も活用するガイドラインはどれですか？

確認欄 ガイドラインの名称

□ 障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン

□ 認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライン

□ 人生の最終段階における医療・ケアの決定に関するガイドライン

□ 身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に
関するガイドライン

□ 意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン

51



5つのガイドラインの概要

厚生労働省.認知症の人の日常生活・社会生活における 意思決定支援ガイドライン（第2版）参考2 52



心に留めておきたい違い・特徴

（4）意思決定支援 ガイドラインが異なる

53



７．介護支援専門員との連携専門コース別研修標準カリキュラム 

障発0331第10号 相談支援従事者研修事業の実施について 

54



心に留めておきたい違い・特徴

（5）法の理念 用語の出現頻度

55



ˢ ˣ
ԁ ˢ ˣ

ԁ この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、身体
障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七
号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法
（昭和二十二年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者
及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むこと
ができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い、
もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と
個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。
ˢṁ ˣ
ԁ χ 障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援は、全ての国民が、障害の

有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであると
の理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、全ての障害者及び障害児が可能な限りその身近な
場所において必要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受けられることにより社会参加の機会
が確保されること及びどこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他
の人々と共生することを妨げられないこと並びに障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を
営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資するこ
とを旨として、総合的かつ計画的に行わなければならない。

︣
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ԁ
ˢ ˣ
ԁ この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入

浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等につい
て、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、
必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介
護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及
び福祉の増進を図ることを目的とする。
ˢᵒῐ ᾑˣ

介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）に関
し、必要な保険給付を行うものとする。
͎ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医療と
の連携に十分配慮して行われなければならない。
͏ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の選
択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設から、総合的かつ
効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。
͐ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な限
り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮され
なければならない。 57



Copyright, Reiko Ishiyama

ケアマネジメントの特徴 主な用語と出現頻度

障害者
総合支援法

介護保険法
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[ 参考] ケアマネジメント実践上の悩みと課題/ 介護支援専門員
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WųŤƠƏźƣƵƊỸ◐ῲĽ ŎķΞ /βᵶằ̻╧ ˭X

$ŵŤŭƈŶƬ:%
΅ϓ ẻŷ:ƕŻĚŘβᵶ ᴹŷ:ƕŻŇĽ˒ᶺķľ 
ĶĜŚ ĽUӴē ᶆŇĽŷ:ƕŻ˒ᶺĶ ἐĺŅĳĠŘśŚ řķ δᴒĶĜĹēźƮ

ƵƠĶ֠ĦŏųŤƠƏV 
U΅ϓķĽ Ľע ảě▌Ğїגě Ğĵ Ĺằ̻ĺĳĹġŘśĩ֠ ĨŚųŤƠƏV
UʸͻĹ ŷ:ƕŻĶῶř╕ŚV
Uỡộ Ľ ᾘѕĽ ע Ķ˺͑ḯ͑ĨŚųŤƠƏVטּ
U˒ᶺš ġŚˢˮľ ἐĽἧ ẰỞĽᶂ Ľ ˅Ľ˙ēV
U→ř ŞřŽƭƗųŤƙƫƵĽỸ V

$ꞈ ằ̻╧ ˭ľ [΅ϓĚŘβᵶŇĽ˒ᶺĽˋ ľ ϖ $ŷ:ƕŻӡĺӴē ᶆŇĽ˒ᶺķ ħ]

ķּהėĵēĮ!
$βᵶằ̻╧ ˭ľ[ϻĦŎĽĮŐĽϑὶěĶĜĹēĢķĶ ἐĚŘ řšŅĳĠŘśŚœŚĪĹē
ắē] ĚŘ[΅ϓŷ:ƕŻĶĶĜĮĢķšβᵶ ᴹĶĶĜĹēźƮƵƠ]šеħĵēĮ!
$ˢ⁵Ľ ἐĺ ₲ĽὫ βᵶỎԃᾒš ĦĵųŤƙƫƵš♯ōĹĠśĿĹŘĹēų:ŻĶ
ľU΅ϓķĽ Ľע ảě▌Ğїגě Ğĵ Ĺằ̻ĺĳĹġŘśĩ֠ ĨŚųŤƠƏVĽẩě
đĲĮ!

引用：石山麗子，高木健司．令和元年度 厚生労働科学研究費補助金 相談支援専門員の高齢化対応を含めた連携促進のための研究 61



$᷈ Ľ΅ϓἐĺķĲĵľ ΣӋĺ ĦĮŷ:ƕŻľỸỷ įĲĮ!
ĬĽĮŐ βᵶằ̻╧ ˭ľβᵶ ᴹ⅝ ŇĽ˒ᶺĺđĮř ἐĽתṈ ĶĽ•  
Ĺ ĺᶳ Ħ [Ἆγ ΅⅝ ˀϑĽʸͻĹ ŷ:ƕŻĽ ỞĶῶř╕Ś ˵βᾝ] Ľ
ʼš ἐĺ ʼĦĵēĮ!
΅ϓ ẻŷ:ƕŻķβᵶ ᴹŷ:ƕŻĽ œ ĺѯĴĞŷ:ƕŻ đēōĲĵ ĢśōĶ
ѨĽᴳėŚїגĺĹēỡộ Ľ ᾘķĽ ěҾŐŘśŚķķőĺע
Kỡộ Ľ ᾘѕ ěע ╧ĨŚĢķĶ˺͑ḯ͑ĨŚβᵶằ̻טּ ˭]Ľẩě Ĝ řĺĹĲĮ!
$ ĺ ĽῺḀ ᴜậķĽ ↔ő ķĹŚ!
ĦĚĦ[╧ ˭ĚŘŎĵŞĚřĺĞē ᴜậĽᾒּכ$ Ѕ$ԃ ˅]ěđĲĮ!  ĨŚῺḀע
ˢĳĽ—ἯĶđĲĵő ᾒּכœ ᾘěˑĹŚķԃ ˅ľˑĹŚֿפ—Ἧ HѾїכGֿפֿ$ע Ľע
ĦĤķ֠ ě Ĝ řĺĹĲĮ!

ϓ΅ה ẻŷ:ƕŻĚŘβᵶ ᴹŷ:ƕŻŇĽ˒ᶺĺ ὨšỞĨ ἐľ ĦĞĹēě ĬĽ Ľ
ˢĳĺU˒ᶺš ġŚˢˮľ ἐĽἧ ẰỞĽᶂ Ľ ˅Ľ˙ēVěđġŘśĮ!

 [βᵶƚƭƓ:ľἪᾏᾙĺ Ĳĵ ӜĦ ΅ϓŇƭƓ:ľ ⁵ĽẰỞĶ ĞLķēĕKƚƭƓ:
  Ľѯ ᶳė  Ỹỷ Ĺ ӜỸ Ľ˙ēě βᵶ ᴹŇĽ˒ᶺš ġŚˢ ˮ]ĶđŚ!

引用：石山麗子，高木健司．令和元年度 厚生労働科学研究費補助金 相談支援専門員の高齢化対応を含めた連携促進のための研究

WųŤƠƏźƣƵƊỸ◐ῲĽ ŎķΞ /βᵶằ̻╧ ˭X
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